
［様式１］

年 月 日

熱 絶 縁 工 事

ﾀｲﾙ･れんが･ﾌﾞﾛｯｸ工事 (22) 機械器具設置工事

(24) 電 気 通 信 工 事

(29) 清 掃 施 設 工 事

(6) 建 築 一 式 工 事 (14)

(8) 屋 根 工 事 (16) 鉄 筋 工 事

(7) 大 工 工 事 (15) 鋼 構 造 物 工 事 (23)

(5) 解 体 工 事 (13) 左 官 工 事 (21) 内 装 仕 上 工 事

(3) 石 工 事 (11) 水 道 施 設 工 事

(4) し ゅ ん せ つ 工 事 (12) 管 工 事 (20) 防 水 工 事

電 気 工 事 (19) 塗 装 工 事 (27)

(28) 消 防 施 設 工 事

(25) さ く 井 工 事

(2) とび･土工･ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 (10) 造 園 工 事 (18) ガ ラ ス 工 事 (26) 建 具 工 事

(1) 土 木 一 式 工 事 (9) 舗 装 工 事 (17) 板 金 工 事

　大和村が発注する建設工事の競争入札に参加したいので，指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。

　なお，申請者は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しない者であること及び提出書類の全ての記入事項は
事実と相違ないことを誓約します。

１　入札参加資格審査を申請する建設工事の種類

申請の有無 建 設 工 事 の 種 類 申請の有無 建 設 工 事 の 種 類 申請の有無 建 設 工 事 の 種 類 申請の有無 建 設 工 事 の 種 類

商号又は名称

代 表 者 氏 名 印

（ 電 話 番 号 　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　）

第 号
知 事

建設工事入札参加資格審査申請書

大和村長　殿 受 付 番 号
令和

受 付 印

住 所

（ ふ り が な ）

第 号
国 土 交 通 大 臣

許可 （ 般 ― ）



［様式２］

大和村と建設工事請負契約を締結する営業所

〔 〕 本店（建設業法上の主たる営業所）

〔 〕 本店以外の鹿児島県外の営業所 以下の【表１】を記入

〔 〕 鹿児島県内の営業所 以下の【表１】を記入

【表１】大和村との契約締結営業所 【表２】鹿児島県内の営業所

③ 下位住所(②以外) ③ 下位住所(②以外)

② 区 ( 市 ) 郡 ･ 町 村 名 ② 区 ( 市 ) 郡 ･ 町 村 名

－

(5) 所 在 地 (5) 所 在 地

① 都 道 府 県 名 ① 都 道 府 県 名

－

(4) 郵 便 番 号 －

(3) 電 話 番 号

(4) 郵 便 番 号

－(3) 電 話 番 号 － －

(2) 代 表 者 名 (2) 代 表 者 名

名 称(1) 名 称 (1)

契約締結営業所及び鹿児島県内の営業所に関する届
記載前に必ず記入要領を御覧ください。

　大和村との契約締結は行わないが，鹿児島県内に建設業法上
の届出をしている営業所がある場合は【表２】も併せて記入



［様式３］

年 月 日

大和村長　 殿

私は，下記の者に，大和村が令和６年４月１日以降に発注する建設工事に関する次の権限を委任します。
なお，本委任を解除する場合には，双方連署の上届出のない限りその効力のないことを誓約します。

１　見積り及び入札について
２　契約の締結及び履行について
３　保証金又は保証物の納付，還付，請求及び領収について
４　契約代金(前払金を含む。)の請求及び受領について
５　復代理人の選任について
６　特定建設工事共同企業体を結成し，協定を締結する件

委 任 事 項

記

（受　任　者） 住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

委　　任　　状
令和



［様式４］ 年 月

大臣・知事コード

3 5 11

監理課で記入

（1.修正，2.削除，空白新規）

3 4 10 20 30 38 40

41

土 と 石 し 解 建 大 屋 舗 園 電 管 左 タ 鋼 筋 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 井 具 水 消 清
3 7 10 14 20 25

〔○：１，●：２〕 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28) (29)

3 26

27 50

51 63

64 67

3

5 28

29 68

3 26

27 50

51 63

64 67

3

5 28

29 68

（郡と町村の間には空白を置く）

〔 下 位 住 所 〕

〔市(郡) ･町村〕

（左詰めとし,途中に空白を置かない）

所 在 地
０ ７ ４ ６

郵 便 番 号
－

電 話 番 号

代 表 者 名

鹿児島営業所

０ ６

（市と区の間には空白を置く）

〔 下 位 住 所 〕

〔区(市)郡･町村〕

（左詰めとし,途中に空白を置かない）

所 在 地
０ ５ 〔県コード〕

郵 便 番 号
－

電 話 番 号

代 表 者 名

受 付 印

本 店 又 は
契約締結営業所

０ ４

入 札 参 加
申 請 業 種 ０ ３

商号・名称
０ ２

号

令和 日提出

 電算入力票〔建設工事〕（県外用） 

項番 許可番号 申請区分

許 可 番 号
０ １ 第

〔 カ ナ で 記 入 〕



第２号様式（第６条関係）

　暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品そ
の他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど，直接的又は積極的に暴力
団の維持運営に協力し，又は関与している者

(３)

(４)

　私は，下記の事項について誓約します。
  なお，大和村建設工事入札参加資格審査要綱（以下「要綱」という。）第１条第１項に規定
する審査のため，下記の事項について，大和村長が鹿児島県警察本部長に照会することを承諾
し，照会で確認された情報は，今後，私が大和村と行う他の契約等における身分確認に利用す
ることに同意します。

　暴力団員等(大和村暴力団排除条例(平成２４年大和村条例第１１号)第２条第３号に規
定する暴力団員等をいう。以下同じ。)

(１)

(２) 　自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
もって,暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７
号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員を利用している者

記

１　自己又は自社の役員等は，次のいずれにも該当する者ではありません。

　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

建設業許可番号 －

誓　　約　　書

(５) 　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用し
ている者

　　大和村長　　　　殿

令 和 年 月 日

２　暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人等ではありません。

注１　自己及び自社の役員等の名簿（別紙）を添付してください。
２　「法人等」とは，要綱第２条第４号のとおりです。
３　「役員等」とは，要綱第２条第５号のとおりです

　　　法人その他の団体にあっては，主
　　　たる事務所の所在地，名称及び代
　　　表者の氏名

住 所
（ふりがな）

代 表 者 氏 名
商号又は名称



  （別紙）                                        

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

注１　代表者も含めて作成してください。
　２　記入欄が不足する場合は適宜追加してください。
  ３　この名簿に記載されている個人情報については，要綱第２条第２項に規定する審査に
　　必要な範囲内で，他の行政庁に情報提供することになりますので，各人の同意を得た上
　　で記載してください。
　４　監査役は記入不要。

住　　　　　　所

建設業許可番号 －

自己及び自社の役員等の名簿

役　職　名
ふ り が な

氏 名
性別 生年月日

　　氏   名   又   は   名   称

住所又は主たる事務所の所在地



こちらに直近の領収証書の写しを貼り付けてください。

個人住民税に係る特別徴収実施確認・開始誓約書

令和　　　年　　月　　　日

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

□　チェック欄（該当する項目のいずれかにチェックを入れてください。）

１　〈領収証書の写しを貼付〉

□　当事業所は，現在，鹿児島県　　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の

指定を受け，従業員等の個人住民税について，特別徴収を実施し納入しています。

→　直近の領収証書の写しを貼付してください。

３
　
　
□

〈特別徴収の実施確認〉 市

町

村

確

認

印

　当事業所は，従業員等の個人住民税につい
て，特別徴収を実施しています。

[様式６]

４
　
　
□

〈特別徴収義務が無い場合〉 市

町

村

確

認

印

　当事業所は，個人住民税について特別徴収義
務の無い事業所です。

５
　
　
□

〈特別徴収義務があるが実施していない場合〉 市

町

村

確

認

印

　当事業所は，令和　　年　　月から，従業員
等の個人住民税について，特別徴収を開始する
ことを誓約します。
つきましては，特別徴収税額の決定通知書を当
社（者）あてに送付してください。

２　〈県外事業所で鹿児島県内に事業所がなく居住する従業員等もいない場合〉

□　当事業所は，鹿児島県内に事業所（支店，営業所等を含む。）がなく

かつ，鹿児島県内に居住する従業員がいません。

注）以下のチェック項目に該当する場合は，鹿児島県内の事業所の所在地の市町村で確認を受けてください。


